
農産品が移出される収穫期(秋期)以外は、
北海道から本州に輸送される貨物が少なく
空荷が発生している。

雪氷冷熱エネルギーは、平成14年
に新エネルギー法の対象に加えら
れたところであり、農産物の保存や
冷房熱源などに雪氷冷熱の利用が
増加している。

③ 食糧貯蔵流通高度化システムの検討
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① 北海道の物流問題

１-１．背景

② 雪氷冷熱エネルギーの利用増加

北海道の農産品の安定出荷と高付加価値化を目指した食糧貯蔵流通高度化システムの検
討と普及の努力がなされている。（平成10年～）

生

産

産 地 保 管

自然冷熱エネル

ギーを活用した

貯蔵技術の導入

消費地

保 管

卸

売

業

者

実

需

者

消

費

者

一時的に出荷（移動）

安定供給

・高速輸送体系

・低コスト保鮮輸送の導入

北海道沼田町の雪による米貯蔵施設（Ｈ８完成）

雪氷エネルギーを活用した産地保管による新しい農産品流通システムフロー

苫小牧→大洗

大洗→苫小牧

苫小牧～大洗間フェリーの空車状況
（平成９年開発土木研究所調べ）

（％）

１，雪氷輸送物流システム検討調査概要



１-２．雪氷輸送物流システム検討の経緯

① 関西からの雪輸送の可能性

平成14年７月に美唄で開催された雪サミット時に、
夏の冷房電力のピーク緩和などのために、北海
道の雪を関西に輸送する可能性について話題が
あった。

寒地港湾技術研究センターにおいて、北海道
開発局、国土技術政策総合研究所とともに、
苫小牧から東京臨海部への氷輸送について
の可能性を検討。(平成14年10月～平成15年
３月)

② 雪氷冷熱輸送の可能性の検討

北海道経済連合会内に設
置されている大規模長期食
糧備蓄基地構想推進協議
会において、平成15年10月
に冷熱輸送検討部会を立ち
上げ、産学官一体のプロ
ジェクトとして雪氷冷熱輸送
プロジェクトを検討。

④ 雪氷輸送物流システム検討調査の実施

国土交通省が平成17～18年度に雪氷輸送物流システムの構築を図るための実証実験を、
行った。
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③ 食備協冷熱輸送検討部会での検討

北海道と本州を結ぶフェリー航路

（ 現在）
部会長 浦野 慎一 北海道大学 農学部教授（食備協アドバイザイー）
委員 松田 利民 北海道農業信用基金 会長（食備協副会長）
委員 栗林 成光 苫小牧栗林運輸（株） 社長（食備協理事）
委員 上原 泰正 （社）寒地港湾技術研究センター 理事長（食備協理事）
委員 奥平 聖 北海道開発局 開発監理部 次長
委員 村井 隆 北海道経済産業局 資源エネルギー環境部 次長
委員 近藤 光雄 北海道 経済部長
委員 小笠原紘一 北海道 公営企業管理者
委員 桜井 忠 苫小牧市長
WG 座長 笹島 隆彦 室蘭開発建設部 次長
WG 小松 正明 北海道開発局 開発調整課 開発企画官
WG 中島 靖 北海道開発局 港湾計画課 港湾企画官
WG 若森 義秋 北海道経済産業局 環境資源部新エネルギー対策課課長補佐
WG 海田 信夫 北海道 経済部 産業立地課 参事
WG 志村 幸久 北海道 経済部 資源エネルギー課長
WG 戸籍 邦夫 北海道 経済部 商業経済交流課長
WG 土井 昌人 北海道 企業局 発電課長
WG 作田 庸一 北海道立工業試験場環境エネルギー部 部長
WG 山田 悦郎 苫小牧港管理組合 施設部長
WG 寺谷 利博 苫小牧市 企画調整部 開発主幹
WG 本間 明宏 （社）寒地港湾技術研究センター 調査研究部長
WG 高橋 了 （株）苫東 社長
WG 桑原 雄平 （株）ドーコン 総合計画部長
WG 安藤 和夫 日本郵船（株） 札幌支店長
WG 杉本 宜隆 （株）商船三井 札幌支店長
WG 神代 諭一 （株）クマシロシステム設計 課長
WG 渡辺 崇彦 日本データサービス（株）代表取締役
WG 常俊 優 北海道電力（株） 事業推進部部長（食備協幹事）
WG 岡出 勇司 日本通運札幌支店 営業部長
WG 畠山 豊生 （株）シー・ロードエキスプレス 北海道支店長
WG 井戸 洋司 日本貨物鉄道（株） 北海道支社長
事務局長 小嶋 英生 （株）伊藤工業 札幌支店長（食備協事務局長）
事務局 石井 義康 北海道経済連合会 事務局次長（食備協幹事）
事務局 後藤 克人 （社）寒地港湾技術研究センター 特別調査役

食備協 冷熱輸送検討部会 委員 （Ｈ17.6現在）



１-３雪氷輸送物流システム成立の条件

苫小牧→東京

東京→苫小牧（％）
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東京～苫小牧間（定期貨物船）の空車状況

（平成９年開発土木研究所調べ）

① 雪氷輸送コスト

○長距離の陸送は経済的に不利
（港湾の近傍での氷製造・保管・利用）

○フェリー､RO-RO船などで輸送される
空シャーシを有効活用し、帰り荷の確
保を図る。

＜苫小牧のメリット＞
夏の最高温度が低い→氷の保存が容易
広大な用地が存在→安価に氷を確保可能

＜苫小牧のデメリット＞
雪が降らない→氷の利用に限る

食備協による苫小牧での氷切出し実験（Ｈ17.3）

② 氷製造地の条件

函館港
20%

苫小牧港
56%

小樽港
12%

室蘭港
7%

稚内港
2%

その他
3%

61,038千トン

総貨物量
１０９，３０７千トン

22,162千トン

12,818千トン

1,684千トン 3,558千トン

8,044千
トン

フェリー貨物取扱量港別シェア（Ｈ１６）

○フェリー､ RO-RO航路が集中する港湾の
近傍⇒現状では苫小牧港が条件に合致

③ 冷熱利用地の条件

RO-RO船

フェリー

コンテナ船

○苫小牧港からのフェリー､RO-RO船の到着岸壁の近傍 ⇒ 東京臨海部
○蓄熱冷房システムによる冷熱槽が必要

１１９千ｍ3１,６０３万㎡合計

７１千ｍ3１８８万㎡

芝浦、明石町、品川八潮
団地、芝浦４丁目、新川、
竹芝、天王洲
（東芝ビル他）

その他

１千ｍ3６０万㎡品川区北品川品川

１１千ｍ3７２万㎡
港区東新橋
（日本テレビ、電通他）

汐留北

１９千ｍ3 ４２万㎡
中央区晴海
（晴海トリトンスクエア

他）
晴海アイランド

１７千ｍ3１６９万㎡
港区台場、江東区有明
（フジテレビ他）

東京臨海副都心

蓄熱槽延床面積供給区域

首都圏湾岸近辺で導入されている地域熱供給事業東京港における接岸ふ頭



⑤ 地球環境問題の深刻化

○京都議定書の発効（平成17年２月）
・CO2排出削減義務、 CO2排出権取引
等、環境負荷に対するコスト化の動き

○ヒートアイランド現象の進展
・ヒートアイランド対策大綱（平成16年
３月）への位置づけ

・都市再生本部による「地球温暖化対策
ヒートアイランド対策モデル地域」対象
事業への位置づけ
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増加する蓄熱式空調システムの設置件数
（（財）ヒートポンプ・蓄熱センター調べ）

東京地域の最高気温が３０度を超える日の
分布の変化

「汐留アネックスビル」地下１階にある氷蓄熱槽
（H16.7.26毎日新聞より）

④ 蓄熱冷房システム等の蓄熱槽を利用した冷熱利用システム

熱 源 機

ダクト（風道）
空
調
機

ダクト（風道）
空
調
機

氷 蓄 熱 槽

氷蓄熱槽を持つ蓄熱式空調システムのモデル

○電力平準化のため、深夜電力で氷を
製造し、昼間の冷房熱源とする蓄熱
冷房システムの普及

深夜電力で製造する氷にかわり
北海道からの自然冷熱による氷
を使うことで、排熱の削減（冷熱の
供給）、 CO2削減につながる。

○不定期な空荷に合わせた氷の供給と
なるため、通常は蓄熱冷房システム
による冷房を行い、氷の供給に合わせ
自然冷熱冷房に切り替え



雪氷輸送物流システムの構築には、安価な方法で大量の氷を製造･保管し、効率よく冷房に利用

するシステムの検討が必要である。また、北海道から首都圏へ帰る空のトレーラーの多くは冷凍・保冷
設備のない一般的なトレーラーのため、冷凍・保冷設備なしで首都圏まで運ぶ技術の確立も必要とな
る。さらに、雪氷冷熱は輸送業者の都合に合わせた不定期な供給となるため、冷房システムは電気・
ガス等の従来熱源と雪氷冷熱の組み合わせが可能な蓄熱冷房システムが検討の基本となる。

しかし、これまで、上記のような課題を実際に検証した実績はなく、本システムの実現に向けて様々
な知見を得ることが必要であった。

こうしたことから本調査の実施にあたっては、雪氷生産地、雪氷輸送、雪氷利用地それぞれにおい
て、平成17年12月～平成19年2月にわたり実証実験を行い、システム構築に必要なデータの収集、分
析、検証のもと「雪氷輸送物流システム事業化モデル」の構築を行うこととした。

本調査の実施にあたり、実証実験実施のためのアドバイス及び実験結果についての総合的な評価
を行うため、産・学・官の関係機関による検討委員会及び産地・輸送・利用システムに関する専門分野
のメンバーによる3部会を設置し検討を行った。

以下に調査フローを示す。

１-４調査概要

雪氷輸送物流システム検討調査の概要

安価な雪氷等の確保・貯蔵
に関する検討

雪氷等の冷熱源輸送に
関する検討

雪氷等を利用した効率的
な冷房システムの検討

システムの概要
苫小牧港から既存フェリー、ＲＯＲＯ船等利用

冬期間の冷気を活用し製氷、簡易な方法
で保存。（苫小牧港隣接地）

氷氷

 

復荷の確保できないトレーラー等が、
乗船前に氷を積み込み。

臨海部の需要地へ輸送。

 

氷蓄熱槽

③雪氷等を利用した効率的な冷房システ
ムの検討

・氷供給地域の検討

・氷供給計画（供給サイクル等）の検討

②効率的な輸送システムの検討

・氷の輸送可能量の検討

・氷の輸送方法の検討

課題の抽出と普及拡大に向けた総合的な検討

調査内容

・自然冷気を利用し実際に製氷を行うととも
に、次年度の輸送に備え現地で貯蔵・管理
する。

（ポイント）

Ｈ１７年度 Ｈ１７年度

需要地の冷房熱源槽に輸送氷
を投入して冷房熱源として利用し、
冷房システムを稼動する。

（ポイント）

貯蔵した氷を、トレーラーに積み
込み、既存のフェリー、ＲＯＲＯ船
等を利用して首都圏の需要地に輸
送する。

（ポイント）

実証試験 Ｈ１８年度

Ｈ１８年度

①安価な氷の確保・貯蔵に関する調査検討

・エネルギー効率の高い氷の製造方法及び
貯蔵・管理方法の検討

調査内容

実証試験

・安価な製造、保管方法

・安価な切り出し方法 ・簡易な積み込み方式

・輸送中の融解状況及び排水対策

・氷蓄熱槽への投入方法

・既存冷房システムとの融合

・適正な供給サイクル・融解量の確認

実証試験

地域のオフィスビル
に冷熱供給

Ｈ１８年度


